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I 当社の概況及び組織に関する事項 

1. 商号 

バークレイズ証券株式会社 

2. 登録年月日（登録番号） 

金融商品取引業： 平成 19 年 9 月 30 日（関東財務局長（金商）第 143 号） 

3. 沿革及び経営の組織 

（1） 会社の沿革 
 

年月 沿革 

平成 17 年 11 月 8 日 バークレイズ・バンク・ピーエルシーの全額出資子会社（間接的）であるバークレイズ・キャピタル・

ジャパン・セキュリティーズ・ホールディングス・リミテッドの全額出資子会社として、日本の法律 
（商法）に基づき、日本において証券業等を行うことを目的として設立される。 

平成 18 年 1 月 13 日 証券取引法（当時）に基づき、証券業の登録を受ける。 
日本投資者保護基金へ加入する。 

平成 18 年 3 月 3 日 金融先物取引法（当時）に基づき、金融先物取引業の登録を受ける。 

平成 18 年 3 月 16 日 貸金業の規制等に関する法律（現、貸金業法）に基づき、貸金業の登録を受ける。 

平成 18 年 4 月 30 日 バークレイズ･キャピタル・ジャパン・リミテッド東京支店（バークレイズ･キャピタル証券会社）の 
全ての営業を譲り受ける。 

平成 18 年 5 月 1 日 東京証券取引所の総合取引参加者となる。 
大阪証券取引所の現物取引参加者及び先物取引等参加者となる。 
ジャスダック証券取引所の取引参加者となる。 
東京金融先物取引所（現、東京金融取引所）の取引参加者（非清算参加者）となる。 
会社の商号をバークレイズ証券準備株式会社から、バークレイズ・キャピタル証券株式会社へと 
商号変更し、従業員 251 名を以って東京本店（大手町）において営業を開始する。 

平成 19 年 9 月 30 日 金融商品取引法（以下、「法」という。）施行に伴い、第 1 種及び第 2 種金融商品取引業者として

のみなし登録を行う。 

平成 22 年 3 月 15 日 本店を東京都港区に移転する。 

平成 24 年 6 月 18 日 商号をバークレイズ・キャピタル証券株式会社からバークレイズ証券株式会社へと変更する。 

 
（2） 経営の組織 

 
別表「バークレイズ証券株式会社 組織図」をご参照下さい。 

4. 株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の

議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

1. バークレイズ・キャピタル・ジャパン・セキュリティーズ・ホールディングス・リミテッド 1,542,114 株 100% 

計  1 名 1,542,114 株 100% 
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5. 役員の氏名 

役職名 氏名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 木曽 健太郎 有 常勤 

代表取締役会長 児玉 哲哉 有 常勤 

取締役兼 COO 森原 恒輔 無 常勤 

取締役 フレイザー ジョン マリオット 無 常勤 

監査役 石川 晃三 無 常勤 

監査役 スティーヴン・カレンダー 無 非常勤 

 

6. 政令で定める使用人の氏名 

（1） 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則をいう。）を遵守させるための指導

に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者

の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 
 

氏名 役職名 

森原 恒輔 取締役兼チーフ・オペレーティング・オフィサー 

 
（2） 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28 条第 6 項に規定する投資助言業務をいう。）又は投資運用業（同条第

4 項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法

第 2 条第 8 項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者を含む。）の氏名 
 

該当はありません。 
 

（3） 投資助言・代理業（法第 28 条第 3 項に規定する投資助言・代理業をいう。）に関し、法第 29 条の 2 第 1 項第 6 号の営業所又は

事務所の業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者

の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 
 

該当はありません。 
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7. 業務の種別 

金融商品取引業（金融商品取引法（以下、｢法」）第 2 条第 8 項） 
 
（1） 第一種金融商品取引業 

① 法第 28 条第 1 項第 1 号に掲げる行為に係る業務 
② 法第 28 条第 1 項第 2 号に掲げる行為に係る業務 

（但し、店頭デリバティブ取引についての法第 2 条第 8 項第 5 号に掲げる行為については該当なし） 
③ 法第 28 条第 1 項第 3 号イに掲げる行為に係る業務 
④ 法第 28 条第 1 項第 3 号ロに掲げる行為に係る業務 
⑤ 法第 28 条第 1 項第 3 号ハに掲げる行為に係る業務 
⑥ 法第 28 条第 1 項第 5 号に掲げる行為に係る業務 

 
（2） 第二種金融商品取引業 

 
付随業務（法第 35 条第 1 項） 

 
① 有価証券の貸借業務 
② 信用取引に付随する金銭の貸付け 
③ 顧客から保護預りをしている有価証券を担保とする金銭の貸付け 
④ 有価証券に関する顧客の代理業務（有価証券に関する常任代理業務を含む。） 
⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 
⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の支払に係る代理業務 
⑦ 累積投資契約の締結 
⑧ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 
⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 
⑩ 他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換若しくは株式移転に関する相談又は仲介に係る業務 
⑪ 他の事業者の経営に関する相談に係る業務 
⑫ 通貨その他デリバティブ取引に関連する資産の売買等業務 
⑬ 譲渡性預金その他金銭債権の売買等業務 

8. 本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名称 所在地 

本店 〒106－6131 
東京都港区六本木六丁目 10 番 1 号 

9. 他に行っている事業の種類 

届出業務（法第 35 条第 2 項） 
 

① 商品先物取引法第 2 条第 21 項第 1 号に規定する商品市場における取引等に係る業務 
② 商品先物取引法第 2 条第 13 項に規定する外国商品市場取引の媒介及び代理を行う業務 
③ 商品先物取引法第 2 条第 14 項に規定する店頭商品デリバティブ取引又はこれらの取引の媒介、取次ぎ若しくは代理に係

る業務（ただし、自己の計算で行う取引については、国内商品市場の相場を利用する店頭商品デリバティブ取引に限る。加

えて、国内商品市場の相場を利用する店頭商品デリバティブ取引については、取次ぎは行わない。） 
④ 貸金業法第 2 条第 1 項に規定する貸金業その他金銭の貸付け又は金銭の貸借の媒介に係る業務 
⑤ 組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 
⑥ 匿名組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 
⑦ 貸出参加契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 
⑧ 物品賃貸業 
⑨ 他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成又は販売を行う業務及び計算受託業務 
⑩ 算定割当量の取得若しくは譲渡に関する契約の締結（デリバティブ取引を含む。）の媒介、取次ぎ若しくは代理を行う業務 
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⑪ 債務の保証又は引受けに係る契約の締結の媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 
⑫ その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 
承認業務（法第 35 条第 4 項） 

 
① 国外の商品先物取引所における取引の代理を行う業務 
② 貴金属の貸借取引の媒介及び代理を行う業務 
③ 関連会社等の業務の遂行のための業務 
④ 商品現物取引の媒介業務 

10. 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会、金融先物取引業協会、第二種金融商品取引業協会 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

11. 苦情処理及び紛争解決の体制 

（1） 第一種金融商品取引業 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターとの間で手続実施基本契約を締結しています。 

（2） 第二種金融商品取引業 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターへの利用登録を行っています。 

（3） 貸金業 
日本貸金業協会との間で手続実施基本契約を締結しています。 

12. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所／その他取引所の名称又は商号 

東京証券取引所、大阪取引所、東京金融取引所 

13. 加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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II 業務の状況に関する事項 

1. 当期の業務の概要 

平成 29 年 3 月期の純営業収益は、平成 28 年 1 月に発表した現物株式事業からの撤退に伴う委託手数料収入の減少を主たる原因

として、前期比 74 億円減少の 325 億円でした。なお、トレーディング損益における株券等の損失は、デリバティブ取引と組み合わせた

ヘッジポジションに起因するものです。費用は、販売費・一般管理費が、現物株撤退による取引関係費の減少、および、戦略的コスト削

減施策の奏功による人件費や事務委託費の減少を主因として、前期比 76 億円の大幅な減少で、346 億円となりました。その結果、21
億円の営業損失でした。 
また、50 億円の繰延税金資産を取り崩したことを主たる原因として、税引後当期純損益は、前期比で損失が 1 億円増加して、87 億円

の損失となりました。 

2. 業務の状況を示す指標 

（1） 経営成績等の推移 
（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 

3 月期 
平成 28 年 

3 月期 
平成 27 年 

3 月期 
資本金 32,945 32,945 32,945 

発行済株式総数 1,542,114 株 1,257,800 株 1,257,800 株 

営業収益 39,430 48,074 52,019 

受入手数料 27,921 35,369 33,283 

トレーディング損益 △16,723 △17,528 △11,738 

金融収益 28,231 30,233 30,475 

金融費用 6,929 8,119 12,598 

純営業収益 32,500 39,955 39,421 

販売費・一般管理費 34,691 42,296 43,241 

営業損失 2,191 2,340 3,820 

経常損失 2,197 2,407 3,810 

特別利益 124 - - 

特別損失 864 5,092 1,160 

税引前当期純損失 2,937 7,499 4,971 

法人税等 5,802 1,111 △2,048 

当期純損失 8,739 8,611 2,922 

 
① 受入手数料の内訳 

（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 

3 月期 
平成 28 年 

3 月期 
平成 27 年 

3 月期 
受入手数料 27,921 35,369 33,283 

委託手数料 640 5,650 6,389 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 653 810 697 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱い手数料 - - 49 

その他の受入手数料 26,627 28,908 26,146 
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② トレーディング損益の内訳 

（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 

3 月期 
平成 28 年 

3 月期 
平成 27 年 

3 月期 
トレーディング損益 △16,723 △17,528 △11,738 

株券等 △20,748 △21,166 △19,154 

債券等 4,002 4,037 6,760 

その他 22 △399 655 

 
 

（2） 有価証券引受・売買等の状況 
① 株券の売買高の推移 

（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 

3 月期 
平成 28 年 

3 月期 
平成 27 年 

3 月期 
自己 428,275 204,725 2,550 

委託 92,360,485 130,657,536 97,166,718 

計 92,788,760 130,862,261 97,169,268 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱

い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 
（単位： 百万円） 

区分 引受高 売出高 

特定投資家 
向け売付け 
勧誘等の 
総額 

募集の 
取扱高 

売出しの 
取扱高 

私募の 
取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の 
取扱高 

平

成

2
9
年

3
月

期 

株券 - - - - - - - 

国債証券 -  - -  - - 

地方債証券 83,084  - -  - - 

特殊債券 158,000 - - - - - - 

社債券 - - - - - 204,205 - 

受益証券    463 - 431,448 - 

その他 - - - - - 0 - 

合計 241,084 - - 463 - 635,653 - 

平

成

2
8
年

3
月

期 

株券 - - - - - - - 

国債証券 -  - -  - - 

地方債証券 79,162  - -  - - 

特殊債券 153,200 - - - - - - 

社債券 65,000 - - - - 249,232 - 

受益証券    141,974 - 182,135 - 

その他 - - - - - 0 - 

合計 297,362 - - 141,974 - 431,367 - 

平

成

2
7
年

3
月

期 

株券 - - - - - - - 

国債証券 -  - -  - - 

地方債証券 104,350  - -  - - 

特殊債券 76,000 - - - - - - 

社債券 83,600 - - - - 194,945 - 

受益証券    35,681 - 267,219 - 

その他 - - - - - 1,980 - 

合計 263,950 - - 35,681 - 464,144 - 

 
（3） その他業務の状況 

 

該当事項はありません。 
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（4） 自己資本規制比率の状況 
（単位： %、百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 

自己資本規制比率（A/B×100） 360.7% 349.2% 341.1% 

固定化されていない自己資本（A） 64,674 70,675 78,093 

リスク相当額（B） 17,929 20,236 22,893 

市場リスク相当額 4,878 3,731 6,397 

取引先リスク相当額 3,045 3,767 3,173 

基礎的リスク相当額 10,005 12,737 13,322 

 
（5） 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位： 名） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 

使用人 429 503 588 

うち外務員 148 188 234 
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III 財産の状況に関する事項 

1. 経理の状況 

（1） 貸借対照表 
（単位： 百万円） 

資産の部  負債の部 

科目 

当期 前期  

科目 

当期 前期 
平成 29 年 

3 月 31 日現在 
平成 28 年 

3 月 31 日現在  
平成 29 年 

3 月 31 日現在 
平成 28 年 

3 月 31 日現在 
流動資産 3,574,098 4,600,153  流動負債 3,492,300 4,516,118 

現金・預金 36,952 104,421  トレーディング商品 145,969 161,404 

預託金 607 612  約定見返勘定 19,594 - 

トレーディング商品 842,055 799,140  信用取引負債 15,525 7,007 

約定見返勘定 - 2,711  有価証券担保借入金 2,691,178 3,710,877 

信用取引資産 15,565 6,986  預り金 1,585 1,537 

有価証券担保貸付金 2,624,946 3,632,509  受入保証金 78 - 

立替金 27 3  受取差金勘定 6 15 

短期差入保証金 30,995 27,325  短期借入金 603,800 618,403 

未収還付法人税等 1,925 2,758  未払費用 8,295 9,214 

未収収益 16,297 18,609  繰延税金負債 421 1,726 

その他流動資産 4,722 5,073  賞与引当金 1,883 1,938 

    その他流動負債 3,964 3,993 

固定資産 9,911 6,824  固定負債 37,712 37,085 

投資その他の資産    長期借入金 35,200 30,800 

投資有価証券 244 244  繰延税金負債 4 - 

関連会社株式 9,085 -  退職給付引当金 2,508 6,285 

長期差入保証金 180 241  特別法上の準備金 10,845 10,970 

前払年金費用 400 -  金融商品取引責任準備金 10,845 10,970 

繰延税金資産 - 6,338  負債合計 3,540,859 4,564,174 
 
 

    純資産の部 

    株主資本 43,149 42,803 

    資本金 32,945 32,945 

    資本剰余金 24,030 14,944 

    利益剰余金 △13,825 △5,086 

    評価・換算差額等 0 0 

    その他の有価証券評価差額金 0 0 

    純資産合計 43,149 42,803 

資産の部合計 3,584,009 4,606,978  負債・純資産の部合計 3,584,009 4,606,978 
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（2） 損益計算書 
（単位： 百万円） 

科目 

当期 前期 
自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 平成 29 年 3 月 31 日 
自 平成 27 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日 
受入手数料 27,921 35,369 

トレーディング損益 △16,723 △17,528 

金融収益 28,231 30,233 

営業収益 39,430 48,074 

金融費用 6,929 8,119 

純営業収益 32,500 39,955 

販売費・一般管理費 34,691 42,296 

営業損失 2,191 2,340 

営業外収益 7 26 

営業外費用 13 93 

経常損失 2,197 2,407 

特別利益 124 - 

特別損失 864 5,092 

税引前当期純損失 2,937 7,499 

法人税等 5,802 1,111 

当期純損失 8,739 8,611 
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（3） 株主資本等変動計算書 

 

平成 29 年 3 月期（自 平成 28 年 4 月 1 日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 
（単位： 百万円） 

科目 

株主資本 

評価・ 
換算 

差額等 
純資産 
合計 

 
資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本金 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

その他利益

剰余金 
繰越利益 
剰余金 

平成 28 年 4 月 1 日残高 32,945 14,944 - △5,086 42,803 0 42,803 

当期変動額               

株式交換による増加 0 9,085 - - 9,085 - 9,085 

当期純利益 （△損失） - - - △8,739 △8,739 - △8,739 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 

- - - - - 0 0 

当期変動額合計 0 9,085 - △8,739 345 0 345 

平成 29 年 3 月 31 日残高 32,945 24,030 - △13,825 43,149 0 43,149 

 

平成 28 年 3 月期（自 平成 27 年 4 月 1 日 至 平成 28 年 3 月 31 日） 
（単位： 百万円） 

科目 

株主資本 

評価・ 
換算 

差額等 
純資産 
合計 

 
資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本金 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

その他利益

剰余金 
繰越利益 
剰余金 

平成 27 年 4 月 1 日残高 32,945 14,944 - 3,525 51,415 0 51,415 

当期変動額               

当期純利益 （△損失） - - - △8,611 △8,611 - △8,611 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 

- - - - - 0 0 

当期変動額合計 
   

△8,611 △8,611 0 △8,612 

平成 28 年 3 月 31 日残高 32,945 14,944 - △5,086 42,803 0 42,803 
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（4） 貸借対照表に関する注記 
① 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（単位： 百万円） 

 科目 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

担保資産の対象となる債務 短期借入金 580,000 579,203 

担保に供している資産 商品有価証券等 605,816 646,244 

 
② 差入れている有価証券等の時価額 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

信用取引貸証券 15,269 6,854 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券  1,690,131 2,480,928 

現先取引で売却した有価証券  1,168,418 1,455,620 

差入保証金代用有価証券 6,255 4,902 

その他担保として差し入れた有価証券 797,584 858,978 

 
③ 差入れを受けている有価証券等の時価額 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

信用取引借証券 15,269 6,854 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 1,969,440 2,697,927 

現先取引で買い付けた有価証券 875,696 1,290,497 

受入保証金代用有価証券 6,255 4,902 

その他担保として受け入れた有価証券 164,908 194,433 

 
④ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

短期金銭債権 882,284 1,302,416 

短期金銭債務 1,830,998 2,222,389 

長期金銭債務 6,500 11,800 

 
⑤ その他の注記 – 当座貸越契約及び コミットメントライン契約 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

当座貸越契約及びコミットメントラインの総額 13,100 13,100 

借入実行残高 - - 

差引額（借入未実行残高） 13,100 13,100 
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（5） 損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

営業取引による取引高 △59,655 63,645 

営業収益 △61,941 60,401 

金融費用 1,393 2,167 

販売費・一般管理費 891 1,077 

営業取引以外の取引による取引高 1 - 

 
（6） 株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 
（単位： 株） 

 株式の種類 

 普通株式 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

当事業年度期首株式数 1,257,800 1,257,800 

当期増加株式数 284,314 - 

当期減少株式数 - - 

当事業年度末株式数 1,542,114 1,257,800 
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2. 借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位： 百万円） 

借入先の氏名又は名称 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

日本銀行 5,000 5,000 

バークレイズ銀行東京支店 601,800 586,003 

金融機関 32,200 58,200 

3. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得 
価額、時価及び評価損益 

（1） その他有価証券で時価のあるもの 
（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

取得価額 
貸借対照表 
計上額 

評価損益 取得価額 
貸借対照表 
計上額 

評価損益 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

0 0 0 - - - 

（1） 株券 0 0 0 - - - 

（2） 債券 - - - - - - 

（3） その他 - - - - - - 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

- - - 0 0 0 

（1） 株券 - - - 0 0 0 

（2） 債券 - - - - - - 

（3） その他 - - - - - - 

合計 0 0 0 0 0 0 

 
 

（2） 時価評価されていない主な有価証券の内容等 
（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

貸借対照表 
計上額 

貸借対照表 
計上額 

子会社株式及び関連会社株式 9,085 - 

その他有価証券 244 244 

（1） 非上場株式 241 241 

（2） その他 2 2 

合計 9,329 244 
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4. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、時価

及び評価損益 

（1） 先物取引・オプション取引の状況 
① 株式 

トレーディング目的以外の先物取引及びオプション取引はありません。 
② 債券 

トレーディング目的以外の先物取引及びオプション取引はありません。 
 
 

（2） 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 
 トレーディング目的以外の先物取引及びオプション取引はありません。 

5. 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無  

貸借対照表（関連する注記を含む。）、損益計算書（関連する注記を含む。）、株主資本等変動計算書（関連する注記を含む。）につい

て会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、PwC あらた有限責任監査法人の監査を受け、適正意見の監査報告書を受領して

おります。 
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IV 管理の状況に関する事項 

1. 内部管理の状況の概要 

組織の名称 事務分掌 業務内容 

業務本部 顧客サービス業務  債券取引等に係わる顧客サービス、その他これに附帯する事項 
 OTC デリバティブ取引とストラクチャードプロダクト等に係るドキュメンテーショ

ン業務、顧客サービス、その他これに附帯する事項 
 商品取引（コモディティー取引）に係わる顧客サービス、その他これに附帯す

る事項 
 金融商品取引に係る顧客サービス、その他これに附帯する事項 
 証券貸借取引に係る顧客サービス、その他これに附帯する事項 
 顧客への時価に係る情報提供等に関する業務、顧客サービス、その他これ

に附帯する事項 
ミドルオフィス業務  債券取引等に係わるミドル・オフィス業務、その他これに附帯する事項 

 OTC デリバティブ取引とストラクチャードプロダクト等に係るミドル・オフィス業

務、その他これに附帯する事項 
 金融商品取引に係るミドル・オフィス業務、その他これに附帯する事項 
 上場派生商品の売買及び取引に係わるミドル・オフィス業務、その他これに

附帯する事項 
 証券貸借取引に係るミドル・オフィス業務、その他これに附帯する事項 

顧客口座管理  当社との取引締結に係る法人の本人確認（KYC）および口座開設・設定業

務、その他これに附帯する事項 
決済業務  国内株式の売買取引（国内市場の外国株式を含む）に係る取引所及び顧客

との決済、株券貸借取引に係る決済、信用取引に係る決済及び担保金の管

理等に関する事項、その他これに附帯する事項 
 債券の売買及び貸借取引の決済、債券貸借取引に係る現金担保、代用担保

の管理、BOJ RTGS 決済等に係る事項、その他これに附帯する事項 
 株式の配当金等の受払い、コーポレートアクション、債券の元利金等の受払

いに関する事項、その他これに附帯する事項 
 上場派生商品の売買取引に係わるミドル・オフィス業務、顧客サービス、取引

所及び顧客との決済、証拠金の管理（現金並びに代用担保）、その他これに

附帯する事項 
シェアードサービス

業務 
 流動性資金に関する資金管理の他、ファンディングに関連するキャッシュ・マ

ネージメント業務 
 当局若しくは自主規制機関等への各種報告書の作成及び提出、その他これ

に附帯する事項 
 取引残高報告書その他残高証明書等の顧客への送付、その他これに附帯

する事項 
 分別管理に関する業務、その他これに附帯する事項 

オペレーションズ･ 
リスク 

 業務本部内で日常的に発生しうる事務ミス等の検証・分析に関する事項、そ

の他これに附帯する事項 
オペレーションズ・

チェンジ 
 業務本部に関連する主要な法令諸規則の周知徹底・及び法改定時の各業務

への業務分析と、それに伴うプロセスやシステム変更の企画・管理に附帯す

る事項 
経理本部 経理  会計処理、自己資本の管理、税務及び財務業務、その他これに附帯する事

項 
商品管理  損益の管理（フロント・オフィス及びバック・オフィス部門で入力・記帳する損益

の照合、ストップ・ロス枠の監視等）関する事項、その他これに附帯する事項 
税務  税務申告書の作成に関する業務  

 税務当局等対応 
 繰延税金資産等の計算業務全般、その他税務に関する業務主管 

財務  流動性リスク、保有資産、限度枠等の指標のモニタリング、その他これに附

帯する事項 
テクニカル・ 
アカウンティング 

 日本基準・国際会計基準に係る会計処理・複雑なスキーム等に関する会計

助言及び自社会計方針を含む新会計規則等の影響のレビュー、その他これ

に附帯する事項 
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組織の名称 事務分掌 業務内容 

コンプライアンス部 コンプライアンス  法令遵守の重要性を周知・徹底するための社内規程策定 
 従業員への助言及び研修 
 売買審査 
 金融当局・自主規制団体・取引所渉外、外務員等資格登録に関する事項、そ

の他これに附帯する事項 
法務部 法務  法務に関する事項、その他これに附帯する事項 
フロントオフィス・ 
リスク管理部 

フロントオフィス・ 
リスク管理 

 フロント所属の各部署長の監督者としての管理態勢整備に関する事項、およ

びこれに附帯する事項 
取引管理部 取引管理  取引約定処理（取引入力・訂正とその管理）を中心とした営業部門及びトレー

ディング部門に対するサポート業務並びにこれに附随する事項 
プロセス&サービス 
トランスフォーメーション

部 

プロセス&サービス

トランスフォーメー

ション 

 国内外金融規制改革関連法改正等に適切に対応するための情報収集、商

品横断的な分析や部門間のコーディネーション等、法令遵守および必要なリ

スク管理の枠組みの構築に係るサポート業務 
信用リスク管理部 信用リスク管理  顧客の信用リスク管理に関する事項、その他これに附帯する事項 
市場リスク管理部 市場リスク管理  債券や株式等のトレーディングに係るポートフォリオの市場リスク管理に関す

る事項、その他これに附帯する事項 
オペレーショナル・ 
リスク管理部 

オペレーショナル・ 
リスク管理 

 オペレ－ショナル・リスクの管理の枠組みを通じて、オペレ－ショナル・リスク

の特定、計測及び軽減に関し、独立した立場で助言・支援を行う業務、その

他これに附随する事項 
情報リスク管理部 情報リスク管理  情報資産の機密性、完全性、及び可用性を保護・維持する為の管理に関す

る事項、その他これに附帯する事項 
新商品サービス部 新商品サービス  日本に関係する New Products Services (NPS) 承認プロセスについて、日本

の関係者がプロセスに関与し、レビューを行っているか、また、その結果が

NPS 承認プロセスに反映されるように管理する 
委託業務管理部 委託業務管理  業務委託（外部委託に相当しない物品・サービスの調達を含む。）先の選定、

管理に関する事項、その他これに附帯する事項 
事業継続管理部 事業継続管理  業務に影響又は脅威を及ぼす又は及ぼす可能性がある危機等の管理に関

する事項、それに附帯する事項 
内部監査部 内部監査  内部監査に関する事項等、その他これに附帯する事項 
インフォメーション・ 
テクノロジー本部 
 

インフォメーション・ 
テクノロジー 
 

 コンピューター関連業務（システム開発、保守管理、データの保管管理、電算

処理等） 
 他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成又は販売を行う

業務及び計算受託業務 
 バークレイズ・サービセス・ジャパン・リミテッドの業務の遂行のために同社へ

提供するコンピューター関連業務 
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2. 分別管理の状況 

（1） 顧客分別金信託の状況 
（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 491 422 

顧客分別金信託額 600 600 

期末日現在の顧客分別金必要額 0 0 

 
（2） 有価証券の分別管理の状況 

① 保護預り等有価証券 
 

有価証券の種類 

平成 29 年 3 月 31 日現在  平成 28 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券  国内証券 外国証券 

株券 株数 262,645 千株 - 千株  360,388 千株 - 千株 

債券 額面金額 93,719 百万円 356,556 百万円  180,970 百万円 418,606 百万円 

受益証券 口数 529,152 百万口 - 百万口  342,244 百万口 - 百万口 

新株引受権証書 数量 - 枚 - 枚  10,360 枚 - 枚 

信託受益権 口数 - 百万口 - 百万口  1 百万口 - 百万口 

 
 

② 受入保証金代用有価証券 
 

有価証券の種類 

平成 29 年 3 月 31 日現在  平成 28 年 3 月 31 日現在 

数量  数量 

株券 株数 - 千株  - 千株 

債券 額面金額 - 百万円  - 百万円 

受益証券 口数 - 百万口  - 百万口 

その他 数量 -  - 

 
 

③ 管理の状況 
（有価証券の保管方法） 
当社は、顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有価証券（以下「顧客有価証券」と

いう。）について、次の各号に定める方法により確実にかつ整然と保管する。定めた方法による保管が不可能な有価証券に

ついては、評価額を顧客分別金必要額に加算する。 
 
 

A. 国内の取引所金融商品市場に上場されている転換社債型新株予約権付社債券、投資証券、受益証券及び出資証券 
a. 国内の取引所金融商品市場に上場されている転換社債型新株予約権付社債券（転換社債券を含む。以下同じ。）、

投資証券、受益証券及び出資証券（以下「国内上場証券」という。）については、原則として、証券保管振替機構（以下

「機構」という。機構から委託を受けたものを含む。以下同じ。）において、帳簿等により当社の固有財産である有価証

券その他の顧客有価証券以外の有価証券（以下「固有有価証券等」という。）と顧客有価証券とを区分管理し、混蔵し

て保管する。顧客有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理する。ただし、

顧客の申し出等により機構へ再寄託しない国内上場証券については、日本証券代行株式会社における鉄庫において、

固有有価証券等の保管場所と明確に区分し顧客有価証券についてどの顧客の有価証券であるかが直ちに判別でき

る状態で保管する。やむを得ず当社内金庫にて保管することとなった場合は、固有有価証券等と明確に区分し顧客有

価証券についてどの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保管する。 
b. 顧客有価証券について、顧客の指示により転換社債型新株予約権付社債券の新株予約権の行使（転換請求を含

む。）等のため、発行会社（株主名簿管理人を含む。以下同じ。）へ提供したものについては、当該銘柄、数量及び提

供先が委任顧客毎に直ちに把握できるよう当社の帳簿等により適宜管理する。 
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B. 国内上場外国有価証券 
国内上場外国有価証券については、原則として、機構において、帳簿等により固有有価証券等と顧客有価証券とを区分

し、管理又は混蔵して保管する。顧客有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう

管理する。 
 

C. 振替法に基づく振替決済制度において取り扱う社債、株式等 
a. 国債については、振替法の規定に基づき、日本銀行において固有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分 

し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により各顧客の持分を直ちに判明できる状態で管理する。譲渡担

保口にて管理されている残高については、固有有価証券等と顧客有価証券との区分および顧客有価証券の場合に

おける各顧客の持分を当社の振替口座簿により各顧客の持分を直ちに判明できる状態で管理する。 
b. 社債、株式等（a.に規定する国債を除く）については、振替法の規定に基づき、機構又は株式会社だいこう証券ビジネ

スにおいて、固有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿

により、各顧客の持分を直ちに判明できる状態で管理する。 
注： 「振替法に基づく振替決済制度において取り扱う社債、株式等」には、現在、社債、国債、地方債、投資法人債、相互会社の社

債、特定社債、特別法人債、投資信託又は外国投資信託の受益権、貸付信託の受益権、特定目的信託の受益権、受益証券
発行信託の受益権、株式、新株予約権、新株予約権付社債、投資口、優先出資、新投資口予約権、新優先出資の引受権、転
換特定社債、新優先出資引受権付特定社債が該当する。 

 
D. 転換社債型新株予約券付社債券及び C. に規定する有価証券以外の国内債券及び、新株予約権証券等 

原則として、日本証券代行株式会社における鉄庫において、固有有価証券等と顧客有価証券の保管場所を明確に区分

し、顧客有価証券についてどの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で管理する。やむを得ず当社内金庫

にて保管することとなった場合は、固有有価証券等の保管場所と明確に区分し顧客有価証券についてどの顧客の有価

証券であるかが直ちに判別できる状態で管理する。 

 
E. 投資信託受益証券 

原則として、株式会社だいこう証券ビジネスにおいて保管する。この場合において、固有有価証券等と顧客有価証券の保

管場所を明確に区分させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等により直ちに判別できるよう管

理する。ただし、単一券面を自己と顧客とが共有することとなった場合など、固有有価証券部分と顧客有価証券部分につ

いて明確な保管場所の区分ができないものについては、当社の帳簿等により、その保管場所を明らかにするとともに、固

有有価証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理する。 
 
F. 海外の保管機関で保管されている有価証券 

海外の保管機関において、口座区分などの方法により、固有有価証券等と顧客有価証券とを区分させ、顧客有価証券に

係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で管理すること。ただし、当該保管機関において顧客

有価証券に係る持分が判別できる状態で保管させることができない場合には、当社の帳簿等により、固有有価証券分と

顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理する。 
 
 
海外カストディの概要 

 

保管機関名 設立国 預託証券の種類 口座区分の有無及び分別方法 

クリアストリームバンク ルクセンブルグ ユーロ債券等 自己･顧客口座を区分管理 

 
（3） 金融商品取引法第 43 条の 3 の規定に基づく区分管理の状況 

① 法第 43 条の 3 第 1 項の規定に基づく区分管理の状況 

 
該当取引はありません。 

 
② 法第 43 条の 3 第 2 項の規定に基づく区分管理の状況 

 
該当取引はありません。 
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V 特別金融商品取引業者及びその子法人等の概況に関する事項 

1. 特別金融商品取引業者の商号 

バークレイズ証券株式会社 

2. 特別金融商品取引業者の登録年月日（登録番号） 

金融商品取引業者登録： 平成 19 年 9 月 30 日（関東財務局長（金商）第 143 号） 

3. 特別金融商品取引業者の届出日 

平成 23 年 4 月 14 日 

4. 主要な事業の内容及び組織の構成 

当社は金融商品取引業を、当社の子会社（1 社）はウェルス業務に関するサービスの提供を行っております。 

5. 子会社等に関する事項 

 
（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

商号又は名称 本店所在地 
資本金又は 
出資金 事業内容 

特別金融商品 
取引業者の 

議決権保有割合 

特別金融商品 
取引業者及び 

他の子法人等の 
議決権保有割合 

バークレイズ・ウェルス・ 
サービシズ株式会社 

東京都港区 
六本木六丁目 
10 番 1 号 

7,485,001 円 
ウェルス業務に関する

サービスの提供 100% 100% 
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VI 特別金融商品取引業者及びその子法人等の業務の状況に関する事項 

1. 当期の業務の概要 

当社は、平成 28 年 12 月 1 日に当社を完全親会社とし、バークレイズ・ウェルス・サービシズ株式会社を完全子会社とする株式交換を

実施しました。これにより、連結貸借対照表上、のれんを 65 億円計上しております。これを踏まえて、平成 29 年 3 月期の損益面では、

連結上の純営業収益は 325 億円、販売費・一般管理費 348 億円となり、その結果、23 億円の営業損失となりました。 
また、50 億円の繰延税金資産を取り崩したことを主たる原因として、税引後当期純損失は、82 億円となりました。 

 

2. 業務の状況を示す指標 

（1） 経営成績等の推移 
（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 
営業収益 39,475 

純営業収益 32,545 

経常損失 1,514 

当期純損失 8,261 

純資産額 43,832 

総資産額 3,585,403 

連結自己資本規制比率 373.5% 
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VII 特別金融商品取引業者及びその子法人等の財産の状況に関する事項 

1. 経理の状況 

（1） 連結貸借対照表 
（単位： 百万円） 

資産の部  負債の部  

科目 

当期  

科目 

当期 

平成 29 年 3 月 31 日現在  平成 29 年 3 月 31 日現在 
流動資産 3,577,727  流動負債 3,492,915 

現金・預金 39,528  トレーディング商品 145,969 

預託金 607  約定見返勘定 19,594 

トレーディング商品 842,055  信用取引負債 15,525 

信用取引資産 15,565  有価証券担保借入金 2,691,178 

有価証券担保貸付金 2,624,946  預り金 1,625 

立替金 27  受入保証金 78 

短期差入保証金 30,995  受取差金勘定 6 

未収還付法人税等 1,935  短期借入金 603,800 

未収収益 16,272  未払費用 8,539 

その他流動資産 5,791  繰延税金負債 738 

   賞与引当金 1,892 

   その他流動負債 3,967 

固定資産 7,676  固定負債 37,809 

無形固定資産   長期借入金 35,200 

のれん 6,550  繰延税金負債 95 

投資その他の資産   退職給付引当金 2,514 

投資有価証券 244  特別法上の準備金 10,845 

長期差入保証金 185  金融商品取引責任準備金 10,845 

前払年金費用 695  負債合計 3,541,570 
 
 

   純資産の部 

   株主資本 43,627 

   資本金 32,945 

   資本剰余金 24,030 

   利益剰余金 △13,347 

   その他の包括利益累計額 205 

   その他有価証券評価差額金 0 

   退職給付に係る調整累計額 205 

   純資産合計 43,832 

資産の部合計 3,585,403  負債・純資産の部合計 3,585,403 
 
 



 

業務及び財産の状況に関する説明書  I  23 

（2） 連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
① 連結損益計算書 

（単位： 百万円） 

科目 

当期 
自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 平成 29 年 3 月 31 日 
受入手数料 27,966 

トレーディング損益 △16,723 

金融収益 28,231 

営業収益 39,475 

金融費用 6,929 

純営業収益 32,545 

販売費・一般管理費 34,857 

営業損失 2,311 

営業外収益 809 

営業外費用 12 

経常損失 1,514 

特別利益 124 

特別損失 864 

税引前当期純損失 2,254 

法人税等 6,007 

当期純損失 8,261 

 

② 連結包括利益計算書 
（単位： 百万円） 

科目 

当期 
自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 平成 29 年 3 月 31 日 
当期純損失 8,261 

その他の包括利益 △108 

その他有価証券評価差額金 0 

退職給付に係る調整額 △108 

包括利益 △8,370 
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（3） 連結株主資本等変動計算書 

 

平成 29 年 3 月期（自 平成 28 年 4 月 1 日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 
（単位： 百万円） 

科目 

株主資本 

 
資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 資本金 
資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

その他利益 
剰余金 
繰越利益 
剰余金 

平成 28 年 4 月 1 日残高 32,945 14,944 - △5,086 42,803 

当期変動額           

株式交換による増加 0 9,085 - - 9,085 

当期純利益 （△損失） - - - △8,261 △8,261 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 

- - - - - 

当期変動額合計 0 9,085 - △8,261 823 

平成 29 年 3 月 31 日残高 32,945 24,030 - △13,347 43,627 

 
（単位： 百万円） 

科目 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

平成 28 年 4 月 1 日残高 0 313 313 43,117 

当期変動額 
   

  

株式交換による増加 - - - 9,085 

当期純利益 （△損失） - - - △8,261 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 

0 △108 △108 △108 

当期変動額合計 0 △108 △108 715 

平成 29 年 3 月 31 日残高 0 205 205 43,832 

 
 

（4） 連結貸借対照表に関する注記 
① 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（単位： 百万円） 

 科目 平成 29 年 3 月期 

担保資産の対象となる債務 短期借入金 580,000 

担保に供している資産 商品有価証券等 605,816 

 
② 差入れている有価証券等の時価額 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 

信用取引貸証券 15,269 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券  1,690,131 

現先取引で売却した有価証券  1,168,418 

差入保証金代用有価証券 6,255 

その他担保として差し入れた有価証券 797,584 
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③ 差入れを受けている有価証券等の時価額 
（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 

信用取引借証券 15,269 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 1,969,440 

現先取引で買い付けた有価証券 875,696 

受入保証金代用有価証券 6,255 

その他担保として受け入れた有価証券 164,908 

 
④ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 

短期金銭債権 882,259 

短期金銭債務 1,831,065 

長期金銭債務 6,500 

 
⑤ その他の注記 – 当座貸越契約及びコミットメントライン契約 

（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 

当座貸越契約及びコミットメントラインの総額 13,100 

借入実行残高 - 

差引額（借入未実行残高） 13,100 

 
（5） 連結損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
（単位： 百万円） 

 平成 29 年 3 月期 

営業取引による取引高 △59,660 

営業収益 △61,946 

金融費用 1,393 

販売費・一般管理費 891 

 
（6） 連結包括利益計算書に関する注記 

（単位： 百万円） 

  平成 29 年 3 月期 
その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額  

その他有価証券評価差額金  

当期発生額 0 

組替調整額 - 

税効果調整前 0 

税効果額 - 

その他有価証券評価差額金 0 

退職給付に係る調整額  

当期発生額 43 

組替調整額 △200 

税効果調整前 △156 

税効果額 47 

退職給付に係る調整額 △108 

その他の包括利益合計 △108 
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（7） 連結株主資本等変動計算書に関する注記 
発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位： 株） 

 株式の種類 

 普通株式 

 平成 29 年 3 月期 

当事業年度期首株式数 1,257,800 

当期増加株式数 284,314 

当期減少株式数 - 

当事業年度末株式数 1,542,114 

2. 借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位： 百万円） 

借入先の氏名又は名称 平成 29 年 3 月期 

日本銀行 5,000 

バークレイズ銀行東京支店 601,800 

金融機関 32,200 

3. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得 
価額、時価及び評価損益 

（1） その他有価証券で時価のあるもの 
（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 3 月期 

取得価額 
貸借対照表 
計上額 評価損益 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

0 0 0 

（1） 株券 0 0 0 

（2） 債券 - - - 

（3） その他 - - - 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

- - - 

（1） 株券 - - - 

（2） 債券 - - - 

（3） その他 - - - 

合計 0 0 0 

 
（2） 時価評価されていない主な有価証券の内容等 

（単位： 百万円） 

 
平成 29 年 3 月期 

貸借対照表 
計上額 

その他有価証券 244 

（1） 非上場株式 241 

（2） その他 2 

合計 244 
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4. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、時価

及び評価損益 

（1） 先物取引・オプション取引の状況 
① 株式 

トレーディング目的以外の先物取引及びオプション取引はありません。 
② 債券 

トレーディング目的以外の先物取引及びオプション取引はありません。 
 

（2） 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 
トレーディング目的以外の先物取引及びオプション取引はありません。 

5. 経営の健全性の状況 

（単位： %、百万円） 

 平成 29 年 3 月期 

自己資本規制比率（A/B×100） 373.5% 

固定化されていない自己資本（A） 67,591 

リスク相当額（B） 18,092 

市場リスク相当額 4,878 

取引先リスク相当額 3,133 

基礎的リスク相当額 10,080 
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別表 
バークレイズ証券株式会社 組織図 

平成 29 年 3 月 31 日 
 
 
 

 
以上 

株主総会 

マネジメント コミッティ 

監査役 

代表取締役社長 市場部門 営業統括本部 

投資銀行部門 

取締役会 

COO 

懲罰委員会 
 

Deputy COO 
 

バークレイズ・サービセス・ジャパン・リミテッド東京支店 

イベント・ロードショー&ホスピタリティ部 
 

コーポレート・リアル・エステート・ソリューション部 
 

グループ・チーフ・セキュリティー・オフィス部 
 

人事部  
 

広報部 
 

調査部 
 

ポイント事業部 
 

法務部 
 

信用リスク管理部 
 

オペレーショナル・リスク管理部 
 

新商品サービス部 
 

業務本部 
 

経理本部 
 

コンプライアンス部 
 

フロントオフィスCOO本部 
 

市場リスク管理部 
 

情報リスク管理部 
 

事業継続管理部 
 
 

委託業務管理部 
 

内部監査部 
 

インフォメーション・テクノロジー本部 

債券営業本部 

営業企画部 

ストラクチャリング部 

エクイティ・ストラクチャード・トレーディング本部 
 

エクイティ･ファンド・ストラクチャード・マーケッツ本部 

エクイティ・トレーディング本部 

プライム・サービス本部 
 

トレーディング本部 

資金証券部 
 

ビジネスプランニング・アドミニストレーション部 
 

投資銀行本部 
 

シンジケーション本部 
 

資本市場本部 
 

外為営業本部 

代表取締役兼シニア・リレーションシップ・マネジメント部 



バークレイズ証券株式会社

〒106–6131　東京都港区六本木6–10–1
六本木ヒルズ　森タワー 31階
barclays.co.jp
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